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難民支援協会の支援活動

ビジョン：難民の尊厳と安心が守られ、ともに暮らせる社会へ



難民支援協会（JAR）について

• 設立：1999年7月（認定NPO法人取得：2008年5月）

• 代表理事：石川えり

• 2022年度会計(2022年7月～2023年6月)

– 収入：226,968,635円

– 支出：224,017,523円

• 主な資金源：国際機関（UNHCR）、企業・個人からの寄付、
事業収入等

• 有給職員：事務局有給職員数 ： 33名（2023年6月現在）

• ボランティア・インターン：400名以上が登録

• 受賞歴:
-2006年 第20回東京弁護士会人権賞（東京弁護士会）

-2009年 第21回毎日国際交流賞（毎日新聞社）

-2012年 地球市民賞（国際交流基金） -2016年 沖縄平和賞 等







難民支援協会の活動



就労支援事例



・高い専門性（知識・経験）を持つが、彼女、彼らの日本語能力、コミュニケーション能力は、日本企業が
求めるレベルに達しておらず、大企業等を希望しても足切り対象になる。
・本人の希望や専門性以外での仕事探し（プランB）を常に意識する必要あるも、難民特有の背景や傾向への
理解、対応、および各関係調整をを担える支援者（団体）はほぼ皆無。
・特に、雇用側と難民、あるいは外国にルーツを持つ人々の間に存在するギャップ解決や期待値の調整能力
が非常に問われる。

難民の位置付けは、高
度人材ではなく発展途

上人材*



• 難民は大卒が多く、母国や周辺国での経験・スキルレベルは、「高度人材」に属
する。

• しかしながら、それを日本で活かすための「高い日本語能力（N1・N2）」を有し
ていないため、企業や人材事業会社からは、発展途上人材と企業からみなされる。

• 就職の際のハードルは、日本語力と、日本と母国の就職活動や期待値の違い

• 難民の就労支援には「相談支援」のみならず「問題解決」が求められる

• サポートで大事なことは、企業と難民、双方への期待値調整
対難民：難民ではなく社員である自立意識醸成と孤立させない継続フォロー
対企業：特に、企業不安の把握と定着に向けて企業負担を以下に軽減するか、

あるいは負担が一部の社員等に集中にしない事前の期待値調整等が必要



まとめ
 N1・N2を有する留学生がいるなかで、あえて難民の就労支援に
関わる場合、採用と定着期も見据えた難民・企業双方への支援覚悟が求め
られる

難民の就労支援では、型に当てはめるのではなく、

各人と受入企業の状況に応じた支援内容と姿勢を持つことが必要

難民の就労支援で期待されることは

個を活かした採用を期待する難民と雇用・定着負担を増やしたくない企業の
それぞれが持つ期待値の調整と就労文化環境の調整

難民と企業は、支援者の取り組み次第で、

日本社会を支える「人財」になりえる存在である


